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１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 

（1）職員の採用状況（令和 2年 4月 2日～令和 3年 4月 1日） 

職種 大卒程度 短大卒程度 高卒程度 障害者対象 割愛 その他選考 合計 

一般事務職   10  1  11 

消防吏員   3    3 

計   13  1  14 

  ※退職派遣後の採用、再任用職員、臨時的任用職員を除いています。 

 

（2）職員の退職状況（令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日） 

職種 定年退職 勧奨退職 普通退職 分限免職 懲戒免職 失職 死亡退職 合計 

一般事務職 8 3 4     15 

消防吏員   1     1 

計 8 3 5     16 

  ※退職派遣者、再任用後の離職者及び臨時的任用職員を除いています。 

 

（3）職員数の状況 
①部門別職員数の状況と主な増減理由（各年 4月 1日現在） 

          区 分 

部 門 

職  員  数 対前年 

増減数 
主な増減理由 

令和2年 令和3年 

一
般
行
政
部
門 

議  会 

総  務 

税  務 

民  生 

衛  生 

労  働 

農林水産 

商  工 

土  木 

5  

77  

23  

85  

8  

  

22  

8  

32  

5  

75  

23  

85  

7  

  

21  

8  

32  

0  

△2  

0  

0  

△1  

  

△1  

0  

0  

 

事務の集中化に伴う職員減 

 

 

退職者不補充 

 

事務の集中化に伴う職員減 

 

 

小  計 260  256  △4  

〈参考〉 

人口1万人当たり職員数    91.3人 

（類似団体の人口1万人当たり職員数 － 人） 

部 
 

門 

特
別
行
政 

教  育 

消  防 

29 

56  

30 

58  

1  

2  

組織体制強化に伴う職員増 

組織体制強化に伴う職員採用 

小  計 85 88 3  

〈参考〉 

人口1万人当たり職員数    31.4人 

（類似団体の人口1万人当たり職員数 － 人） 

会
計
部
門 

公
営
企
業
等 

水   道 

下 水 道 

そ の 他 

6  

8  

14 

7  

8  

14 

1  

0  

0  

派遣先の追加 

 

 

小  計 28  29  1   

合  計 
373  

[ 531 ] 

373  

[ 531 ] 

0  

[ 531 ] 

〈参考〉 

人口1万人当たり職員数    133.0人 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数です。 

２ [     ]内は、条例定数の合計です。 
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②年齢別職員構成の状況（令和 3年 4月 1 日現在） 

 

  
   

 

区 分 
20歳 

 
未満 

20歳 

～  
23歳 

24歳 

～  
27歳 

28歳 

～  
31歳 

32歳 

～  
35歳 

36歳 

～  
39歳 

40歳 

～  
43歳 

44歳 

～  
47歳 

48歳 
～  

51歳 

52歳 

～  
55歳 

56歳 

～  
59歳 

60歳 
 

以上 
計 

職員数 
人 

9 

人 

29   

人 

25   

人 

14   

人 

21   

人 

17   

人 

28   

人 

75   

人 

60   

人 

42   

人 

42   

人 

11   

人 

373  

 

③職員数の推移 
年度 

部門別 
平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和 2年 令和 3年 

過去 5年間の増減数

（率） 

一般行政 263 268 261 254 260 256 ▲7（▲2.7％） 

教育 33 33 32 31 29 30 ▲3（▲9.1％） 

消防 49 49 52 54 56 58 9（18.4％） 

普通会計計 345 350 345 339 345 344 ▲1（▲0.3％） 

公営企業等会計計 31 30 29 29 28 29 ▲2（▲6.5％） 

総合計 376 380 374 368 373 373 ▲3（▲0.8％） 

 (注) 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。 
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２ 職員の給与の状況 
 

市職員の給与は、「職員の給与に関する条例」などの関係諸規定に基づいて、基本給としての給

料と、扶養手当、住居手当、通勤手当などの諸手当が支給されています。 

この給与は、民間給与の実態や物価、生計費などの調査結果に基づいて行われる人事院の「給与

勧告」や広島県及び他の地方公共団体との均衡などを考慮しながら、市民の代表機関である市議会

において慎重に審議され、決定されます。 

市職員の給与及び定員管理などの実態は、次のとおりです。 

 

 

(1) 総括 
 

①人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳 

人    口 
(令和 3年 1月 1日) 

歳 出 額 
(Ａ) 

実質収支 人 件 費 
(Ｂ) 

人件費率 
(Ｂ／Ａ) 

(参考) 
令和元年度の 

人件費率 

令和 2年度   人 

28,044  

千円 

22,993,800  

千円 

533,060  

千円 

3,316,944  

％ 

14.4  

％ 

16.1  

 
②職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 職員数 
(Ａ) 

給     与     費 一人当たり 

給 与 費 
(Ｂ／Ａ) 

(参考) 

類似団体平均 
一人当たり給与費 給  料 職員手当 期末・勤勉 

手当 
計 
(Ｂ) 

令和 2年度 人 

345  
千円 

1,330,166  
千円 

231,892  
千円 

557,037  
千円 

2,119,095  
千円 

6,142  
千円 

5,887  
（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。 

２ 職員数は、令和 2年 4月 1日現在の人数です。 

３ 給与費については、任期付短時間職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職

員を含みません。 

 

  ③特記事項 

 

 

 

④ラスパイレス指数の状況（令和 2 年 4月 1日現在） 

  
（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員

数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月

 なし 

R2.4.1 
H29.4.1 

H30.4.1 
H31.4.1 

R2.4.1 H29.4.1 H30.4.1 H31.4.1 

R2.4.1 H29.4.1 H30.4.1 H31.4.1 
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額を 100 として計算した指数です。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもので

す。 

 

 

 ⑤給与改定の状況 

  安芸高田市には人事委員会が設置されていないため、人事委員会による勧告はありません。 

  月例給の給与改定率及び特別給の年間支給月数は、国に準じて改定を行っています。 

 

  ア 月例給 

区 分 

人事委員会の勧告 

給与改定率 

 
（参考） 

国の改定率 
民間給与 

    Ａ 

公務員給与 

    Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定率） 

2 年度 
    円 

― 

    円 

― 

    円 

（―％） 

   ％ 

― 

    ％ 

― 

    ％ 

0 

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の 4月分の給与額をラスパイレス比較した平均

給与月額です。 

  

 イ 特別給（期末・勤勉手当） 

区 分 

人事委員会の勧告 

年間支給月数 

 （参考） 

国の年間 

支給月数 

民間の支給 

割合  Ａ 

公務員の 

支給月数Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定月数） 

2 年度 
    月 

― 

    月 

― 

    月 

― 

   月 

― 

月 

4.45 

月 

4.45 

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手

当及び勤勉手当の年間支給月数です。 
 

⑥給与制度の総合的見直しの実施状況について 

   

 

 

 
  ア 給料表の見直し 

 

 

 

 

 

 

  イ 地域手当の見直し 

   本市は地域手当の非支給対象地域であるため、見直しは行っていません。 

 
ウ その他の見直し内容 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、給料表の水準の平均 2％の引下げ及び地域手当の

支給割合の見直し等に取り組むとされています。 

（給料表の改定実施時期）平成 27 年 4月 1日 

（内容）一般行政職及び消防職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均 2％引下げ。 

    激変緩和のため、当分の間の経過措置（現給保障）を実施しました。 

 管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施しました。 

（平成 27 年 4月 1日実施） 



- 5 - 

 

(2) 一般行政職給料表の状況（令和 3年 4月 1日現在） 
（単位：円） 

 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 

1 号給の 

給料月額 
146,100 195,500 231,500 264,200 289,700 319,200 362,900 

最高号給の 

給料月額 
247,600 304,200 350,000 381,000 395,300 411,200 444,900 

 

 

(3) 職員の平均給与月額・初任給等の状況 
 

① 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和 3 年 4月 1日現在） 

 

ア 一般行政職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国比較ベース） 

安芸高田市 45.3歳 339,063円 421,470円 354,555円 

広 島 県 43.6歳 332,493円 413,360円 371,271円 

国 43.0歳 325,827円 － 407,153円 

 

イ 消防職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国比較ベース） 

安芸高田市 34.4歳 288,714円 340,882円 308,565円 

 

（注）１ 「平均給料月額」とは、令和 3年 4月 1日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。                                                                           

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのす

べての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。 

  また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を

除いたもの）で算出しています。 

 

② 職員の初任給の状況（令和 3年 4月 1 日現在）                                        

区    分 安芸高田市 広島県 国 

一般行政職 
大学卒 182,200円 191,254円 182,200円 

高校卒 150,600円 157,116円 150,600円 

消 防 職 高校卒 169,900円 － － 

 

③ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和 3年 4月 1 日現在） 

区    分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

一般行政職 

大学卒 260,767 円 309,400 円 351,400円 

短大卒 － － － 

高校卒 238,500 円 264,900 円 － 

消 防 職 

大学卒 － － － 

短大卒 － － － 

高校卒 － 270,000 円 － 

（注） 該当の職員が不在の箇所は「－」で表示しています。 
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(4) 一般行政職の級別職員数等の状況 
 

① 一般行政職の級別職員数の状況（令和 3年 4 月 1日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
(参考) 

１年前の構成比 

 

１ 級 主事 15人 6.5％ 6.3％ 
 

２ 級 主事 12人 5.2％ 4.2％ 
 

３ 級 主任主事、主任 36人 15.6％ 14.3％ 
 

４ 級 主査・専門員 59人 25.5％ 26.1％ 
 

５ 級 課長補佐・係長 59人 25.5％ 27.3％ 
 

６ 級 課長・支所長・主幹 41人 17.8％ 17.2％ 
 

７ 級 部長 9人 3.9％ 4.6％ 
 

（注）１ 安芸高田市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

   ２  標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

 

  
（注）平成 18 年に 8級制から 7級制に変更しています。（旧給料表の 3級及び 4級を統合） 

 

② 昇給への勤務成績の反映状況 

 

 

 

 

 

 本市では、人材育成に重点を置く人事評価制度を構築中であり、勤務成績の評定は実施していません。

昇給に対する勤務成績への反映は、病気休暇や欠勤などの日数が一定の日数を超えた職員、懲戒処分を受

けた者等に対して、昇給号給数の調整を行っています。 

 将来的には昇給に対する勤務成績への反映も考慮しつつ、平成 21 年度から管理職（課長以上）を対象

に、平成 24 年度から管理職以外の職員を対象に、また平成 26 年度から全職員を対象に人事評価制度の導

入に向けた試行をしています。 
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(5) 職員の手当の状況 

 

① 期末手当・勤勉手当 

安芸高田市 広島県 国 

１人当たり平均支給額 

（令和2年度） 

1,635千円 

１人当たり平均支給額 

（令和2年度） 

1,647千円 

－ 

（令和2年度支給割合） 

  期末手当     勤勉手当  

2.55月分    1.90月分 

( 1.45 )月分  ( 0.90 )月分 

（令和2年度支給割合） 

  期末手当     勤勉手当  

2.55月分    1.90月分 

( 1.45 )月分  ( 0.90 )月分 

（令和2年度支給割合） 

  期末手当     勤勉手当  

2.55月分    1.90月分 

( 1.45 )月分  ( 0.90 )月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置 

・役職加算     5％～20％ 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置 

・役職加算     5％～20％ 

・管理職加算    5％～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置 

・役職加算     5％～20％ 

・管理職加算   10％～25％ 

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 
【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況 

 

 

 

 

 

 

 

 
② 退職手当（令和 3年 4月 1日現在） 

安芸高田市 国 

（支給率）       自己都合     勧奨・定年 

勤続２０年      19.6695月分   24.586875月分 

勤続２５年       28.0395月分    33.270750月分 

勤続３５年       39.7575月分    47.709   月分 

最高限度額       47.709 月分    47.709   月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特別措置  2％～20％加算 

１人当たり平均支給額 （定年等）    （その他） 

20,943千円  2,737千円 

（支給率）       自己都合     応募認定退職・定年 

勤続２０年      19.6695月分   24.586875月分 

勤続２５年       28.0395月分    33.270750月分 

勤続３５年       39.7575月分    47.709   月分 

最高限度額       47.709 月分    47.709   月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特別措置  2％～45％加算 

 

（注）１ 退職手当については、広島県市町総合事務組合で定められた条例により支給されています。 

２ 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和 2年度に退職した職員に支給された平均額です。 
 
③ 地域手当（令和 3年 4月 1日現在） 

支給実績（令和2年度決算） 1,871千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和2年度決算） 233,832円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

東京都特別区 20％  人 20％ 

大阪府大阪市 16％  人 16％ 

広島県広島市 7.5％ 8人 10％ 

 
 
 
 

 本市では、人材育成に重点を置く人事評価制度を構築中であり、勤務成績の評定は実施していません。勤

勉手当に対する勤務実績の反映は、基準日（6 月 1 日及び 12 月 1 日）以前の 6 ヶ月間において、病気休暇

や欠勤などの日数が一定の日数を超えた職員、懲戒処分を受けた者等に対して、支給率の調整を行っていま

す。 

 将来的には勤勉手当に対する勤務成績への反映も考慮しつつ、平成 21 年度から管理職（課長以上）を対

象に、平成 24 年度から管理職以外の職員を対象に、また、平成 26 年度から全職員を対象に人事評価制度の

導入に向けた試行をしています。 
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④ 特殊勤務手当（令和 3年 4月 1 日現在） 

支給実績（令和2年度決算） 1,827千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和2年度決算） 44,563円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和2年度） 11.0％ 

手当の種類（手当数） 7種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

市税等徴収事務職員

の特殊勤務手当 

税務職員及び税外収入金等の

徴収事務職員 

滞納金の徴収のため出張し、滞納整理に

従事した場合 
500 円／日 

防疫等作業職員の特

殊勤務手当 
防疫等作業に従事する職員 

感染症患者若しくは感染症の疑いのあ

る患者等に対する処理作業に従事した

場合又は家畜伝染病等に対する防疫作

業に従事した場合 

500 円／日 

行旅病人等取扱職員

の特殊勤務手当 

行旅病人及び行旅死亡人取扱

に従事した職員 

行旅病人の救護作業に従事した場合 1,000 円／件 

行旅死亡人の取扱作業に従事した場合 3,000 円／件 

社会福祉業務等従事

職員の特殊勤務手当 

社会福祉事務に従事する職員 
現業を行う職員又は直接その指導を行

う職員 
10,000 円／月 

精神保健福祉業務に従事する

職員 

精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律に規定する相談及び指導の現業事

務に直接従事する職員等 

500 円／日 

し尿処理業務従事職

員の特殊勤務手当 
し尿処理施設に勤務する職員 

常時現場においてし尿処理に関する業

務に従事した職員 
10,000 円／月 

水道業務従事職員の

特殊勤務手当 
水道業務に従事する職員 

水道料金の滞納整理に伴い、給水の停止

業務に従事した場合 
500 円／日 

消防職員の特殊勤務

手当 
消防業務に従事する職員 

（火災出動手当） 

職員が火災出動し、かつ、消火作業に従

事した場合 

・機関運行者 

・その他の者 

300 円／件 

200 円／件 

（救急出動手当） 

職員が救急出動し、かつ、救急業務に従

事した場合 

・機関運行者 

・救急救命士 

・その他の者 

300 円／件 

400 円／件 

200 円／件 

（救助出動手当） 

職員が救助出動し、かつ、救出救助業務

に従事した場合 

・機関運行者 

・救急救命士 

・その他の者 

300 円／件 

400 円／件 

200 円／件 

（潜水手当） 

職員が潜水器具を着用して潜水作業に

従事した場合（潜水訓練も含む。） 

・作業 

・加算額 

500 円／回 

500 円／時間 

 
⑤ 時間外勤務手当 

支給実績（令和2年度決算） 104,181千円 

職員１人当たり平均支給年額（令和2年度決算） 346千円 

支給実績（令和元年度決算） 106,058千円 

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 377千円 

 
⑥ その他の手当（令和 3年 4月 1 日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 

国の制度と 

異なる内容 
支給実績 

（令和2年度決算） 

支給職員 

１人当たり 

平均支給年額 
（令和2年度決算） 

扶養手当 

○扶養親族のある職員に支給される手当。 

同 － 50,034千円 296,505円 

・配偶者             6,500 円 

・子              10,000 円 

・配偶者及び子以外の扶養親族   6,500 円 

・特定期間（満 16 歳の年度初めから満 22 歳 

の年度末までの子）の加算    5,000 円 
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手当名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 

国の制度と 

異なる内容 
支給実績 

（令和2年度決算） 

支給職員 

１人当たり 

平均支給年額 
（令和2年度決算） 

住居手当 

○月額 16,000 円を超える家賃等を支払ってい

る職員に支給される手当。 
同 － 

15,919千円 280,924円 

（借家・借間） 

最高支給限度額 28,000 円 

○単身赴任手当を支給され留守家族が居住する

借家・借間の家賃を負担している職員に支給

される手当。 

・上記、借家・借間の支給額の 1/2 

最高支給限度額 14,000円 

同 － 

通勤手当 

○通勤のため,交通機関等を利用してその運賃

等を負担することを常例とする職員,自動車

等を使用することを常例とする職員及びこれ

らを併用することを常例とする職員に支給さ

れる手当。 

 

 

 

 

 

同 

 

 

 

 

 

－ 30,849千円 102,309円 
（交通機関等の利用者） 

・運賃等相当額 

（自動車等の使用者） 

・通勤距離に応じ、5㎞未満（2,000 円）～ 

60 ㎞以上（31,600 円） 

同 － 

（交通機関等と自動車等との併用者） 

・運賃相当額＋上記自動車等の使用者の額 
同 － 

単身赴任 

手  当 

○異動等に伴い転居し,やむを得ない事情等に

より配偶者と別居し,単身で生活することを

常況とする職員等に支給される手当。 

同 － － － 
・基本額            30,000 円 

・職員の住居と配偶者の住居との間の距離に 

応じて次の額を加算 

100 ㎞以上 300 ㎞未満（8,000 円）～ 

1,500 ㎞以上（58,000 円） 

管 理 職 

手  当 

○管理又は監督の地位にある職員の職のうち,

その職務の特殊性に基づき支給される手当。 

異 

国の制度 

俸給表別、職務

の級別、俸給特

別調整額の区

分別に定めら

れた額を支給 

31,547千円 501,409円 
・対象区分に応じ, 給料月額×10％～12％ 

（例） 

 部長       12％ 

 次長       11％ 

課長・室長    10％ 

休日勤務 

手  当 

○休日等において正規の勤務時間中に勤務する

ことを命ぜられ,勤務した場合に支給される

手当。 
同 － 10,133千円 263,600円 

・勤務１時間当たりの給与額×135％×時間数 

夜間勤務 

手  当 

○正規の勤務時間として,夜間（午後 10 時から

翌日の午前 5時までの間）に勤務することを

命ぜられ,勤務した場合に支給される手当。 
同 － 3,723千円 104,403円 

・勤務１時間当たりの給与額×25％×時間数 

管理職員 

特別勤務 

手  当 

○管理職手当支給対象職員が,臨時又は緊急の

必要その他の公務の運営の必要により週休日

又は祝日法による休日等若しくは年末年始の

休日等に勤務した場合に支給される手当。 
異 

国の制度 

職員区分、勤務

時間に応じ 

3,000 円 ～

18,000円/回 

767千円 125,527円 

・職員区分,勤務時間に応じ 

3,000 円から 10,500 円／回 

宿 日 直 

手  当 

○宿日直勤務を命ぜられた職員が勤務した場合

に支給される手当。 

同 － － － 
・勤務 1回につき        4,400 円 

・勤務時間が 5時間未満の場合  50／100 

・執務時間が午前 8時 30 分から午後 0時 30 分

までと定められている日等の退庁時から引き

続き行われる宿直勤務     150／100 



- 10 - 

 

(6) 特別職の報酬等の状況（令和 3年 4月 1日現在） 

 

区     分 給   料   月   額   等 

給
料 

  （参考）令和2度類似団体における最高/最低額 

市     長 

副  市  長 

教  育  長 

860,000円 

700,000円 

640,000円 

  950,000円 / 431,000円 

  772,000円 / 483,000円 

 －  /  － 

報
酬 

議     長 

副  議  長 

議     員 

410,000円 

355,000円 

325,000円 

 545,000円 / 230,000円 

 474,000円 / 200,000円 

 450,000円 / 180,000円 

期
末
手
当 

市     長 

副  市  長 

（令和2年度支給割合） 

4.45月分 

議     長 

副  議  長 

議     員 

（令和2年度支給割合） 

4.45月分 

退
職
手
当 

 

 

市     長 

副  市  長 

教  育  長 

 

   

（算定方式）                     （1期の手当額） （支給時期） 

給料月額×支給率（500/100）×年数  17,200,000円   任期毎 

給料月額×支給率（300/100）×年数  8,400,000円   任期毎 

給料月額×支給率（250/100）×年数  6,400,000円   任期毎 

 

備     考  

（注）１ 退職手当については、広島県市町総合事務組合で定められた条例により支給されます。 
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(7) 公営企業職員の状況 

 

① 水道事業 

ア 職員給与費の状況（決算） 

区 分 
総費用 
（Ａ） 

純損益又は 

実質収支 
職員給与費 

（Ｂ） 

総費用に占める 

職員給与費比率 
（Ｂ／Ａ） 

（参考） 

令和元年度の総費用に 

占める職員給与費比率 

令和2年度 1,535,209千円 △3,287千円 39,942千円 2.6％ 3.1％ 

 

区 分 職員数 
(Ａ) 

給     与     費 一人当たり 

給 与 費 
(Ｂ／Ａ) 給 料 職員手当 期末勤勉手当 

計 
(Ｂ) 

令和 2年度 5 人 21,254 千円 5,138 千円 8,990 千円 35,382 千円 7,076 千円 

（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。 

２ 職員数は、令和 2年 3月 31 日現在の人数です。  

 
イ 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和 3年 4月 1 日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

安芸高田市（一般行政職） 45.3歳 351,163円 
421,470円 

(555,122円) 

水道事業 46.8歳 375,540円 
449,951円 

(599,789円) 

（注）１ 基本給とは、職員の給料、扶養手当及び地域手当の合算額の平均です。 

２ 平均月収額には、時間外勤務手当、通勤手当等の諸手当を含むものであり、（）内の金額は、 

期末・勤勉手当を含みます。 

 
     ウ 職員の手当の状況 

（ア） 期末手当・勤勉手当 

水 道 事 業  安芸高田市（一般行政職） 

１人当たり平均支給額（令和2年度） 

1,798千円 

１人当たり平均支給額（令和2年度） 

1,635千円 

（令和2年度支給割合） 

       期末手当        勤勉手当 

        2.55月分       1.90月分 

       ( 1.45 )月分    ( 0.90 )月分 

（令和2年度支給割合） 

       期末手当        勤勉手当 

        2.55月分       1.90月分 

       ( 1.45 )月分    ( 0.90 )月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算     5％～20％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算     5％～20％ 

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

（イ） 退職手当（令和 3年 4月 1 日現在） 

水 道 事 業 安芸高田市（一般行政職） 

（支給率）       自己都合    勧奨・定年 

勤続２０年      19.6695月分  24.586875月分 

勤続２５年       28.0395月分   33.270750月分 

勤続３５年       39.7575月分   47.709   月分 

最高限度額       47.709 月分   47.709   月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特別措置  2％～20％加算 

１人当たり平均支給額        －千円 

（支給率）       自己都合    勧奨・定年 

勤続２０年     19.6695月分   24.586875月分 

勤続２５年      28.0395月分    33.270750月分 

勤続３５年      39.7575月分    47.709   月分 

最高限度額      47.709 月分    47.709   月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特別措置  2％～20％加算 

１人当たり平均支給額  （定年等）20,943千円 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和 2年度に退職した職員に支給された平均額です。 
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（ウ） 特殊勤務手当（令和 3年 4 月 1日現在） 

支給実績（令和2年度決算）    －千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和2年度決算）    －千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和2年度）    －％ 

手当の種類（手当数） 2種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

市税等徴収事務職員の

特殊勤務手当 

税務職員及び税外収入金

等の徴収事務職員 

滞納金の徴収のため出張し、滞納整

理に従事した場合 
500 円／日 

水道業務従事職員の特

殊勤務手当 
水道業務に従事する職員 

水道料金の滞納整理に伴い、給水の

停止業務に従事した場合 
500 円／日 

 
（エ） 時間外勤務手当 

支給実績（令和2年度決算） 1,968千円 

職員１人当たり平均支給年額（令和2年度決算） 220千円 

支給実績（令和元年度決算） 777千円 

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 237千円 

 
（オ） その他の手当（令和 3年 4 月 1日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 

国の制度と 

異なる内容 
支給実績 

（令和2年度決算） 

支給職員 

１人当たり 

平均支給年額 
（令和2年度決算） 

扶養手当 

○扶養親族のある職員に支給される手当。 

同 － 1,108 千円 277,000 円 

・配偶者             6,500 円 

・子               10,000 円 

・配偶者及び子以外の扶養親族   6,500 円 

・特定期間（満 16 歳の年度初めから満 22 歳 

の年度末までの子）の加算     5,000 円 

住居手当 

○月額 16,000 円を超える家賃等を支払ってい

る職員に支給される手当。 

（借家・借間） 

最高支給限度額 28,000 円 

同 － 

528 千円 264,000 円 ○単身赴任手当を支給され留守家族が居住する

借家・借間の家賃を負担している職員に支給

される手当。 

・上記、借家・借間の支給額の 1/2 

最高支給限度額 14,000円 

同 － 

通勤手当 

○通勤のため,交通機関等を利用してその運賃

等を負担することを常例とする職員,自動車

等を使用することを常例とする職員及びこれ

らを併用することを常例とする職員に支給さ

れる手当。 

 

 

 

 

 

同 

 

 

 

 

 

－ 376千円 93,900円 
（交通機関等の利用者） 

・運賃等相当額 

（自動車等の使用者） 

・通勤距離に応じ、5㎞未満（2,000 円）～ 

60 ㎞以上（31,600 円） 

同 － 

（交通機関等と自動車等との併用者） 

・運賃相当額＋上記自動車等の使用者の額 
同 － 

単身赴任 

手  当 

○異動等に伴い転居し,やむを得ない事情等に

より配偶者と別居し,単身で生活することを

常況とする職員等に支給される手当。 

同 － － － 
・基本額            30,000 円 

・職員の住居と配偶者の住居との間の距離に 

応じて次の額を加算 

100 ㎞以上 300 ㎞未満（8,000 円）～ 

1,500 ㎞以上（58,000 円） 

 



- 13 - 

 

 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 

国の制度と 

異なる内容 
支給実績 

（令和2年度決算） 

支給職員 

１人当たり 

平均支給年額 
（令和2年度決算） 

管 理 職 

手  当 

○管理又は監督の地位にある職員の職のうち,

その職務の特殊性に基づき支給される手当。 

異 

国の制度 

俸給表別、職

務の級別、俸

給特別調整

額の区分別

に定められ

た額を支給 

－ － 
・対象区分に応じ, 給料月額×10％～12％ 

（例） 

  部長       12％ 

  次長       11％ 

課長・室長    10％ 

休日勤務 

手  当 

○休日等において正規の勤務時間中に勤務する

ことを命ぜられ,勤務した場合に支給される

手当。 
同 － 294千円 54,639円 

・勤務１時間当たりの給与額×135％×時間数 

夜間勤務 

手  当 

○正規の勤務時間として,夜間（午後 10 時から

翌日の午前 5時までの間）に勤務することを

命ぜられ,勤務した場合に支給される手当。 
同 － － － 

・勤務１時間当たりの給与額×25％×時間数 

管理職員 

特別勤務 

手  当 

○管理職手当支給対象職員が,臨時又は緊急の

必要その他の公務の運営の必要により週休日

又は祝日法による休日等若しくは年末年始の

休日等に勤務した場合に支給される手当。 
異 

国の制度 

職員区分、勤

務時間に応

じ 

3,000 円 ～

18,000円/回 

－ － 

・職員区分,勤務時間に応じ 

3,000 円から 10,500 円／回 

宿 日 直 

手  当 

○宿日直勤務を命ぜられた職員が勤務した場合

に支給される手当。 

同 － － － 
・勤務 1回につき        4,400 円 

・勤務時間が 5時間未満の場合  50／100 

・執務時間が午前 8時 30 分から午後 0時 30 分

までと定められている日等の退庁時から引き

続き行われる宿直勤務     150／100 
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３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 
(1) 職員の勤務時間（一般職の標準的なものを記入）（令和 3 年 4月 1日現在） 

１週間の 

勤務時間 
開始時刻 終了時刻 休憩時間 休息時間 

備 考 
（時差通勤等を実施している場合

は、その内容を簡潔に記入する） 

38 時間 45 分 8 時 30 分 17 時 15 分 60 分 －  

（注）１ 休憩時間：職員が勤務時間の途中において、勤務から解放され、自己の時間として自由に利用することが保障さ

れている時間であり、労働基準法に準拠しているものです。 

２ 休息時間：一定時間の勤務を続けた場合の軽い疲労を回復し、職務能率の増進を図ることを目的として、条例・

規則に基づき正規の勤務時間中に付与されるものです。 

 

(2) 年次有給休暇の取得状況（令和 2年 1 月 1日～令和 2年 12 月 31 日） 

総付与日数 

Ａ 

総使用日数 

Ｂ 

全対象職員数 

Ｃ 

平均使用日数 

Ｂ/Ｃ 

取得率 

Ｂ/Ａ 

8,542 日 2723.0 日 220 人 12.4 日 31.9％ 

 

(3) 時間外勤務及び休日勤務等の状況（令和 2年 4月 1 日～令和 3年 3月 31 日） 

時間外・休日勤務総時間数 
職員一人当たりの 

時間外・休日勤務月平均時間数  

45,769 時間 12.3 時間 

（注）１ 「時間外・休日勤務総時間数」は、当該年度中の時間外勤務等の総時間数です。 

     ２ 「職員一人当たりの時間外・休日勤務月平均時間数」は、「時間外・休日勤務総時間数」を対象職員（管理職を

除く）数で除したものです。 

 

(4) 特別休暇等の状況（令和 3年 4 月 1日現在） 

休暇の種類 付与日数・期間等 
有給・無給 

の別 

国の制度 

との異同 

国の制度と 

異なる内容 

職員が選挙権その他公民としての権利を行使する

場合 
必要と認められる期間 有給 同  

職員が証人等として官公署等へ出頭する場合 必要と認められる期間 有給 同  

職員が骨髄移植のための骨髄液の提供者となる場

合 
必要と認められる期間 有給 同  

職員が次の災害、福祉に関するボランティア活動に

参加する場合 

ア 被災地等における被災者を支援する活動 

イ 障害者支援施設、特別養護老人ホーム等におけ

る活動 

ウ ア、イ以外の障害者の日常生活を支援する活動 

一の年において５日の範

囲内の期間 
有給 同  

職員が結婚する場合 

市長が定める期間内にお

ける連続する５日の範囲

内の期間 

有給 同  

産前の場合 
出産日までの申し出た期

間 
有給 同  

産後の場合 

出産の日の翌日から８週

間を経過する日までの期

間 

有給 同  

職員の妻が出産する場合で、出産予定日の８週間

(多胎妊娠の場合にあっては 14 週間)前の日から当

該出産の日後８週間を経過する日までの期間にお

いて、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達

するまでの子(配偶者の子を含む。)を養育する場合 

当該期間内における５日

の範囲内の期間 
有給 同  



- 15 - 

 

 

休暇の種類 付与日数・期間等 
有給・無給 

の別 

国の制度 

との異同 

国の制度と 

異なる内容 

女性職員の生理の場合 
２日を超えない範囲内で

職員が請求した期間 
有給 異 国は制度無 

職員の養育する小学校就学前の子の看護をする場

合 

一の年において５日の範

囲内の期間 
有給 同  

職員が生後１年に達しない子を育てる場合 
１日２回それぞれ 30 分以

内の期間 
有給 同  

日常生活を営むのに支障がある者を介護する場合 
一の年において５日の範

囲内の期間 
有給 同  

職員の妻が出産する場合 
市長が定める期間内にお

ける２日の範囲内の期間 
有給 同  

職員の親族が死亡した場合 
親族の種類に応じた日数

の範囲内の期間 
有給 同  

父母を追悼する場合 １日の範囲内の期間 有給 同  

夏季における健康の維持及び増進等の場合 

一の年の７月から９月ま

での期間内における原則

として連続する３日の範

囲内の期間 

有給 同  

現住居の滅失、損壊の場合 ７日の範囲内の期間 有給 同  

災害、交通機関の事故等により出勤が困難な場合 必要と認められる期間 有給 同  

退勤途上における身体の危険を回避する場合 必要と認められる期間 有給 同  

研修を受ける場合 必要と認められる期間 有給 

  

厚生に関する計画の実施に参加する場合 必要と認められる期間 有給 

非常勤の消防団員として消防団業務に従事する場

合 
必要と認められる期間 有給 

国、他の地方公共団体の公務員としての職を兼ねる

場合 
必要と認められる期間 有給 

団体の役員又は職員の地位を兼ねる場合 必要と認められる期間 有給 

委嘱を受けて、講演、講義等を行う場合 必要と認められる期間 有給 

職務に関係のある試験又は選考を受ける場合 必要と認められる期間 有給 

勤務条件の措置に関し要求した者がその審理に出

頭する場合 
必要と認められる期間 有給 

不利益処分の審査を請求した者がその審理に出頭

する場合 
必要と認められる期間 有給 

妊娠中等の期間に保健指導、健康診査を受ける場合 必要と認められる期間 有給 

妊娠中の女性職員の通勤緩和の場合 必要と認められる期間 有給 

（注） 「特別休暇等」とは、特別休暇及び職務専念義務免除で制度化されているものです。 

 

(5) 育児休業等の取得状況（令和 2 年度） 

育児休業取得者数 部分休業取得者数 

3 人 

（6人） 

4 人 

（1人） 

（注） 上段には令和 2 年度に新たに取得した者、下段には令和元年度以前から引き続き取得している者の人数を示して

います。 
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４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 
(1) 分限処分者数（令和 2年 4月 1 日～令和 3年 3月 31 日）           （単位：人） 

区    分 降任 免職 休職 降給 合計 

勤務実績が良くない場合 
地公法第28条 

第１項第１号 
    0 

心身の故障の場合 
地公法第28条 

第１項第２号 

第２項第１号 

  3  3 

職に必要な適格性を欠く場合 
地公法第28条 

第１項第３号 
    0 

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、

過員を生じた場合 

地公法第28条 

第１項第４号 
    0 

刑事事件に関し起訴された場合 
地公法第28条 

第２項第２号 
    0 

条例で定める事由による場合 
地公法第27条 

第２項 
    0 

計 0 0 3 0 3 

 

(2) 懲戒処分者数（令和 2年 4月 1 日～令和 3年 3月 31 日）           （単位：人） 

区    分 戒告 減給 停職 免職 合計 訓告等 

法令に違反した場合 
地公法第29条 

第１項第１号 
    0 0 

職務上の義務に違反し又は職務

を怠った場合 

地公法第29条 

第１項第２号 
    0 0 

全体の奉仕者たるにふさわしく

ない非行のあった場合 

地公法第29条 

第１項第３号 
    0 0 

計 0 0 0 0 0 0 

（注） 「訓告等」とは、事件当事者又は監督者に対して訓告、厳重注意などの実質的な制裁を伴わない矯正措置をいいま

す。 
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５ 職員の服務の状況 
 

(1) 公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（以下「派遣法」という。）に基づ

く派遣の状況（令和 3 年 4月 1日現在） 

派遣形態根拠 法 人 名 
派遣職員数（人） 

役員 職員 合計 

職
員
派
遣 

民法法人 

派遣法第２条第１号 

一般社団法人広島県観光連盟  1 1 

一般社団法人広島県土木協会  1 1 

一般地方独立行政法人 

派遣法第２条第２号 

 

 

 

 0  0  

特別の法律で設立された法人 

派遣法第２条第３号 
安芸高田市観光協会 

 

 
1  1  

地方自治法に基づく連合組織 

派遣法第２条第４号 

市長会 
 

 
0  0  

議長会 
 

 
0  0  

小 計  
 

 
3  3  

退
職
派
遣 

特定法人 

派遣法第 10 条 

株式会社神楽門前湯治村 
 

 
1  1  

株式会社道の駅あきたかた 
 

 
1  1  

小 計  
 

 
2  2  

合 計  
 

 
5  5  

 

(2) 営利企業等の従事許可の状況（地方公務員法第 38 条関係） 

（令和 2 年 4月 1日～令和 3 年 3月 31 日） 

区 分 人（件） 備 考 

許可人数 

（または許可件数） 
28   

（注） 営利企業等の従事許可の状況とは、営利企業及びその他の団体の役員等への就任・従事すること、自ら営利を目的

とする企業を営むこと等をいいます。 
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６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 
 

(1) 職員の研修の状況 

① 研修に関する基本方針の策定（地方公務員法第 39 条第２項） 

策定の有無 策定時期 

有 平成 19 年 3月 

 

② 研修の実施状況（令和 2 年 4月 1日～令和 3年 3月 31 日） 

機関別研修 参加者数 

派
遣
研
修 

ひろしま自治人材開発機構 34 人 

市町村アカデミー 

（市町村職員中央研修所） 
0 人 

国際文化アカデミー 

（全国市町村国際文化研修所） 
3 人 

その他の派遣研修 

（広島県市町職員海外派遣研修） 
0 人 

独
自
研
修 

総務課が主催した研修 延べ 136 人 

総務課以外が主催した研修 延べ 90 人 

計 延べ 226 人 

 

(2) 職員の人事評価（勤務成績の評定）の状況（地方公務員法第 23 条） 

① 人事評価の実施状況 

実施の有無 導入時期 

有 平成 28 年 4月 

 

② 人事評価の活用区分 
活用区分 活用 未活用 

任用管理 

昇給・昇格 － － 

配置換 － － 

降任・免職 － － 

人材育成 － － 

給与上の処遇 

特別昇給 － － 

普通昇給 － － 

勤勉手当 － － 
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７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 
 

(1) 安全衛生管理体制（令和 2年度実績） 

区分 市長部局等 教育委員会 消防本部・消防署 

衛生管理者 選任事業場数 1 箇所 － 1 箇所 

衛生推進者 選任事業場数 3 箇所 14 箇所 － 

産業医 選任事業場数 1 箇所 － 1 箇所 

衛生委員会 選任事業場数 1 箇所 － 1 箇所 

 

(2) 職員の福利厚生事業の状況（令和 2年度実績） 

事業名 内容 

健康診断事業 一般・特別健康診断、人間ドック 

健康相談事業 産業医の定期健康相談 

過重労働対策事業 産業医の過重労働者に対する健康調査等 

メンタルヘルス対策事業 メンタルヘルスカウンセラー事業 

互助会運営事業 職員互助会及び広島県市町村職員共済互助会による職員の保健・

元気回復事業の実施 

 

(3) 公務災害の認定状況（令和 2年度実績） 

区 分 市長部局等 教育委員会 消防本部・消防署 計 

公務災害  2 件  0 件  0 件  2 件 

通勤災害  0 件  0 件  0 件  0 件 

計  2 件  0 件  0 件  2 件 
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８ 公平委員会の業務の状況 
 

(1) 勤務条件に関する措置の要求の状況 

区 分 

R2.3.31 現在 

継続件数 

（Ａ） 

R2.4.1～Ｒ3.3.31 

の措置要求の件数 

（Ｂ） 

R2.4.1～Ｒ3.3.31 

の終結件数 

（Ｃ） 

Ｒ3.3.31 現在 

継続件数 

（Ａ+Ｂ－Ｃ） 

給  与 － － － － 

旅  費 － － － － 

勤務時間 － － － － 

休  暇 － － － － 

執務環境 － － － － 

福利厚生 － － － － 

転  任 － － － － 

任  用 － － － － 

そ の 他 － － － － 

合  計 － － － － 

 

(2) 不利益処分に関する不服申立ての状況 

区  分 

R2.3.31 現在 

継続件数 

（Ａ） 

R2.4.1～Ｒ3.3.31 

の措置要求の件数 

（Ｂ） 

R2.4.1～Ｒ3.3.31 

の終結件数 

（Ｃ） 

Ｒ3.3.31 現在 

継続件数 

（Ａ+Ｂ－Ｃ） 

分
限
処
分 

降 給 － － － － 

降 任 － － － － 

休 職 － － － － 

免 職 － － － － 

懲
戒
処
分 

戒 告 － － － － 

減 給 － － － － 

停 職 － － － － 

免 職 － － － － 

転  任 － － － － 

そ の 他 － 1 － 1 

合  計 － 1 － 1 

 


